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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第95期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第96期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第95期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 33,673 20,180 111,695

経常利益 (百万円) 3,334 842 3,347

四半期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 1,352 395 △462

純資産額 (百万円) 84,632 71,696 66,329

総資産額 (百万円) 188,873 141,007 134,083

１株当たり純資産額 (円) 999.12 843.36 781.95

１株当たり四半期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

(円) 16.23 4.74 △5.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 44.1 49.8 48.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10,359 506 22,406

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,141 △767 △11,887

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,852 △645 △15,060

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 17,695 13,882 14,972

従業員数 (名) 1,723 1,681 1,673

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株

　式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　平成21年６月30日現在

従業員数(名) 1,681

(注) 従業員数は、就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　平成21年６月30日現在

従業員数(名) 691

(注)　従業員数は、就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

資源事業 9,892 △48.9

機械・環境事業 683 △23.2

不動産事業 － －

合計 10,575 △47.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、製造原価(販売価格)によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(百万円)
前年同四半期比
（％）

資源事業 601 △11.9 837 △22.3

機械・環境事業 689 △43.7 716 △47.2

不動産事業 － － － －

合計 1,290 △32.4 1,554 △36.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

資源事業 17,458 △42.7

機械・環境事業 2,163 △8.6

不動産事業 558 △3.1

合計 20,180 △40.1

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、その割合が、100分の10未満

のため、記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、昨年の米国サブプライムローン問題に端を発した

世界的な金融危機による混乱から企業業績が大幅に落ち込むとともに、民間設備投資や個人消費も低迷し、

景気は極めて厳しい状況が続いております。

　このような経済情勢のもと、当社グループにおきましては、銅価の低迷及び石灰石国内需要の大幅な縮小

により、売上高は201億８千万円（前年同四半期比40.1%減）と振るわず、経常利益は８億４千２百万円（前

年同四半期比74.7%減）、四半期純利益は３億９千５百万円（前年同四半期比70.8%減）とそれぞれ前年同

四半期に比べ大幅に減少いたしました。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

[資源事業]

資源事業につきましては、鉱石部門の主力生産品である石灰石及び砕石、金属部門の電気銅の販売数量が

いずれも減少しましたほか、銅価が低水準で推移しました影響により、売上高は174億５千８百万円と前年

同四半期に比べ130億３千６百万円（42.7％）減少いたしました。

　営業利益は、銅価低迷に伴うアタカマ銅鉱山の収益悪化等もあり、６億３千２百万円と前年同四半期に比

べ20億４千９百万円（76.4％）減少いたしました。

　

[機械・環境事業] 

機械・環境事業につきましては、機械部門の販売が総じて軟調でありましたものの、環境部門の主力商品

である水処理剤の販売が概ね堅調に推移しました結果、売上高は21億６千３百万円と前年同四半期に比べ

２億３百万円（8.6%）減少し、営業利益は２億６千８百万円と前年同四半期に比べ２百万円（0.8%）増加

いたしました。

　

[不動産事業] 

不動産事業につきましては、既存の賃貸物件の稼働状況が総じて順調に推移しましたものの、一部賃貸物

件における契約期間満了等の影響から、売上高は５億５千８百万円と前年同四半期に比べ１千８百万円

（3.1%）減少し、営業利益は２億９千１百万円と前年同四半期に比べ１千７百万円（5.8%）減少いたしま

した。
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（２）財政状態の分析

①　資産の部 

当第１四半期連結会計期間末における資産の部の合計は、前連結会計年度末に比べ69億２千４百万円

(5.2％)増加し1,410億７百万円となりました。 

　流動資産につきましては、固定資産の取得に係る支出等により現金及び預金が減少しましたが、金属価格

の上昇に伴うたな卸資産の増加により、前連結会計年度末に比べ６億７百万円(1.2％)増加し、497億３千４

百万円となりました。 

　固定資産につきましては、投資有価証券の時価の上昇等により、前連結会計年度末に比べ63億１千６百万

円(7.4％)増加し、912億７千２百万円となりました。

 

②　負債の部

当第１四半期連結会計期間末における負債の部の合計は、前連結会計年度末に比べ15億５千７百万円

(2.3％)増加し、693億１千１百万円となりました。 

　流動負債につきましては、１年内に返済予定の借入金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ

７億１千３百万円(2.8％)増加し、262億３千１百万円となりました。 

　固定負債につきましては、長期借入金が減少しましたが、長期繰延税金負債の増加により、前連結会計年度

末に比べ８億４千３百万円(2.0％)増加し、430億７千９百万円となりました。 

 

③　純資産の部

当第１四半期連結会計期間末における純資産の部の合計は、その他有価証券評価差額金の増加等により、

前連結会計年度末に比べ53億６千６百万円(8.1％)増加し、716億９千６百万円となりました。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比べ10億８千９百万円(7.3％)減少し、138億８千２百万円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益

７億３千６百万円、減価償却費15億９千２百万円を計上いたしましたが、たな卸資産の増加19億４千３百万

円等の減少要因があり、営業活動によって得られた資金は５億６百万円となり、前年同四半期に比べ98億５

千３百万円(95.1％)減少いたしました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による

支出等により、投資活動に要した資金は７億６千７百万円となり、前年同四半期に比べ83億７千３百万円

(91.6％)減少いたしました。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における財務活動におけるキャッシュ・フローは、配当金の支払、短期借入金

の返済により、財務活動に要した資金は６億４千５百万円となり、前年同四半期に比べ22億７百万円

(77.4％)減少いたしました。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

（５）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は130百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、

除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,523,19583,523,195
 東京証券取引所
 市場第一部

単元株式数は
1,000株であります

計 83,523,19583,523,195― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　 該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年６月30日 － 83,523 － 4,176 － 6,149

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、みずほフィナンシャルグループを代表して株式会社みずほコーポ
レート銀行から平成21年７月７日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書に係る変更報告書に
より、平成21年６月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当
第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。
　なお、当該報告書の内容は以下のとおりであります。

　 　 　 　

氏名又は名称 住所

所有株式数
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,941 3.52

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 0 0.00

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 943 1.13

計 ― 3,884 4.65
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が把握できず、記載
することができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しておりま
す。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

普通株式 226,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 82,782,000 82,782同上

単元未満株式 普通株式 515,195 ― 同上

発行済株式総数 　 83,523,195― ―

総株主の議決権 ― 82,782 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式743株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都千代田区丸の内二丁
目３番２号

226,000 ― 226,000 0.27
日鉄鉱業株式会社

計 ― 226,000 ― 226,000 0.27

　

（7）【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 361 436 457

最低(円) 274 330 392

(注)株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,081 15,201

受取手形及び売掛金 17,032 17,976

有価証券 751 717

商品及び製品 3,155 3,600

仕掛品 5,571 3,268

原材料及び貯蔵品 1,140 1,026

その他 8,110 7,476

貸倒引当金 △109 △140

流動資産合計 49,734 49,127

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 23,694

※１
 24,063

その他（純額） ※１
 26,470

※１
 27,003

有形固定資産合計 50,164 51,067

無形固定資産 3,391 3,219

投資その他の資産

投資有価証券 31,683 24,579

その他 6,380 6,370

貸倒引当金 △346 △279

投資その他の資産合計 37,716 30,669

固定資産合計 91,272 84,956

資産合計 141,007 134,083

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,194 6,133

短期借入金 11,458 9,963

未払法人税等 167 368

引当金 197 666

その他 8,213 8,387

流動負債合計 26,231 25,518

固定負債

社債 2,000 2,200

長期借入金 19,098 20,822

引当金 1,689 1,767

資産除去債務 3,146 3,093

負ののれん 637 637

その他 16,506 13,714

固定負債合計 43,079 42,235
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債合計 69,311 67,754

純資産の部

株主資本

資本金 4,176 4,176

資本剰余金 6,149 6,149

利益剰余金 49,387 49,177

自己株式 △116 △116

株主資本合計 59,596 59,386

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,574 7,139

繰延ヘッジ損益 △35 △76

為替換算調整勘定 △887 △1,316

評価・換算差額等合計 10,651 5,746

少数株主持分 1,448 1,195

純資産合計 71,696 66,329

負債純資産合計 141,007 134,083
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 33,673 20,180

売上原価 26,411 15,666

売上総利益 7,262 4,514

販売費及び一般管理費 ※
 4,332

※
 3,559

営業利益 2,929 955

営業外収益

受取利息 116 24

受取配当金 636 320

その他 238 100

営業外収益合計 992 445

営業外費用

支払利息 272 152

持分法による投資損失 71 8

為替差損 － 123

貸与資産減価償却費 － 120

その他 243 152

営業外費用合計 587 558

経常利益 3,334 842

特別利益

固定資産売却益 168 0

投資有価証券売却益 860 －

訴訟関連戻入益 － 12

その他 23 0

特別利益合計 1,052 14

特別損失

固定資産除売却損 41 44

減損損失 － 4

事業用地崩落部整形工事費 － 50

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,437 －

その他 22 20

特別損失合計 2,501 120

税金等調整前四半期純利益 1,885 736

法人税、住民税及び事業税 1,194 21

法人税等調整額 △1,524 210

法人税等合計 △329 232

少数株主利益 863 108

四半期純利益 1,352 395
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,885 736

減価償却費 1,752 1,592

受取利息及び受取配当金 △753 △345

投資有価証券売却損益（△は益） △860 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,149 957

たな卸資産の増減額（△は増加） － △1,943

仕入債務の増減額（△は減少） 1,396 61

未払金の増減額（△は減少） － △1,235

未払費用の増減額（△は減少） 1,260 881

信用取引負債の増減額（△は減少） 1,463 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,437 －

その他 955 △84

小計 10,688 619

利息及び配当金の受取額 723 343

利息の支払額 △185 △65

法人税等の支払額 △866 △399

法人税等の還付額 － 8

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,359 506

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,125 －

有形固定資産の取得による支出 △2,411 △701

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,744 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△3,404 －

その他 △455 △65

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,141 △767

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,747 △190

配当金の支払額 △290 △283

少数株主への配当金の支払額 △558 △10

その他 △256 △161

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,852 △645

現金及び現金同等物に係る換算差額 74 △183

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,558 △1,089

現金及び現金同等物の期首残高 19,254 14,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 17,695

※
 13,882
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

会計処理の原則及び手続の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用し、当第１四半期連結会計期間に

着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。

　これに伴い、当第１四半期連結累計期間の売上高が175百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益が、それぞれ38百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

（四半期連結損益計算書）

　前第１四半期連結累計期間において営業外費用の「その他」に含めておりました「貸与資産減価償却費」（前

第１四半期連結累計期間91百万円）は、営業外費用の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区

分掲記しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第１四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりました「た

な卸資産の増減額」（前第１四半期連結累計期間△271百万円）及び「未払金の増減額」（前第１四半期連結累

計期間141百万円）は、それぞれ重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

(1) 当第１四半期連結会計期間末における棚卸高は、前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な算

定をしております。

(2) 当第１四半期連結会計期間末における通常の販売目的で保有する棚卸資産の簿価の切下げにあたっては、棚卸

資産を管理する製造部門または営業部門の損益の状況における当該損失の発生状況により収益性の低下を判断

し、収益性が低下していることが明らかな棚卸資産についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行ってお

ります。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により、当第１四半期連結会計期間の減価償却費とし

て計上しております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

(1) 前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変化が発生しておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められる連結会社は、当第１四半期連結会計期間末の繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、前

連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングを利用しております。

　上記以外の連結会社は、当第１四半期連結会計期間末の繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、前連結会計

年度末の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングに、経営環境等に由来する一時差異

等の発生状況の変化による影響を加味したものを利用しております。

(2) 前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変化が発生しておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められる連結財務諸表における重要性の乏しい連結会社は、当第１四半期連結会計期間の税金費用の

計算にあたり、税引前四半期純利益に、前事業年度の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等の負担率

を乗じて計算する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　105,954百万円

　２　偶発債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して、次の通り債務保証を行っております。

　　　　　　　　　　　　保証総額(連結会社負担額)

新八茎鉱山㈱ 106 (106)百万円

いわき共同タンカル㈱ 198 (37)　

函館生コンクリート協

同組合
95 (8)　

　　計 399 (152)　

※１　有形固定資産の減価償却累計額　104,144百万円

　２　偶発債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して、次の通り債務保証を行っております。

　　　　　　　　　　　　保証総額(連結会社負担額)

新八茎鉱山㈱ 103 (103)百万円

いわき共同タンカル㈱ 194 (36)　

函館生コンクリート協

同組合
97 (9)　

　　計 395 (149)　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

運賃諸掛 1,496百万円

賞与引当金繰入額 120　
 

※　販売費及び一般管理費の主なもの

運賃諸掛 1,217百万円

給与賃金 823　

賞与引当金繰入額 108　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,095百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △400　

現金及び現金同等物 17,695　
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,081百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △228　

有価証券 30　

現金及び現金同等物 13,882　
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 83,523,195

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 228,559

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 291 3.5平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られ

ます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

①株式 9,001 28,499 19,498

②債券 300 267 △32

③その他 384 289 △95

計 9,686 29,056 19,369
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
資源事業
(百万円)

機械・
環境事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

証券事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

30,4952,366 576 235 33,673 ― 33,673

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

14 199 10 ― 224 (224) ―

計 30,5092,566 587 235 33,898(224)33,673

営業利益又は営業損失(△) 2,682 266 308 △16 3,241 (311) 2,929

(注)１．事業区分は、当社が内部管理上採用している売上集計区分に、連結子会社の業種と整合性を考慮して区分して

おります。

２．各区分の主な製品

資源事業・・・・・・石灰石、ドロマイト、砕石、タンカル、けい石、生石灰、セメント、石膏、生コン及びコンク

リート製品、石油製品、石炭類、ＬＰＧ、パルプ用チップ、鉱泉水、特殊紙（不燃紙、タンカ

ル紙）、各種粉体、電気銅、電気金、電気銀、銅精鉱、鉱産物の運送荷役、鉱山・土木等の技

術コンサルタント及びエンジニアリング、地熱蒸気及び熱水の供給、その他

機械・環境事業・・・集じん機、破砕機、鉱山用機械、建設関連機械、土木機械、電気機械、人員輸送用モノレー

ル、ボールバルブ、焼却炉、粉体・流体関連機械、重土工機の整備・修理、水処理剤、消臭

剤、その他

不動産事業・・・・・オフィスビル、マンション、店舗、工場、倉庫の賃貸及び不動産の販売

証券事業・・・・・・株式、債券及び投資信託に係る取扱業務

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
資源事業
(百万円)

機械・
環境事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

17,458 2,163 558 20,180 ― 20,180

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

72 178 9 260 (260) ―

計 17,530 2,342 567 20,440 (260) 20,180

営業利益 632 268 291 1,192 (237) 955

(注)１．事業区分は、当社が内部管理上採用している売上集計区分に、連結子会社の業種と整合性を考慮して区分して

おります。

２．各区分の主な製品

資源事業・・・・・・石灰石、ドロマイト、砕石、タンカル、けい石、生石灰、消石灰、セメント、石膏、生コン及び

コンクリート製品、石油製品、石炭類、ＬＰＧ、パルプ用チップ、鉱泉水、特殊紙（不燃紙、

タンカル紙）、各種粉体、電気銅、電気金、電気銀、銅精鉱、鉱産物の運送荷役、鉱山・土木

等の技術コンサルタント及びエンジニアリング、地熱蒸気及び熱水の供給、その他

機械・環境事業・・・集じん機、破砕機、鉱山用機械、建設関連機械、土木機械、電気機械、人員輸送用モノレー

ル、ボールバルブ、焼却炉、粉体・流体関連機械、重土工機の整備・修理、水処理剤、消臭

剤、その他

不動産事業・・・・・オフィスビル、マンション、店舗、工場、倉庫の賃貸及び不動産の販売
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３．前第１四半期連結会計期間におきまして、連結子会社であった堂島関東証券㈱の全株式を売却し、証券事業よ

り撤退しております。

４．会計処理方法の変更

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

　この変更に伴い、当第１四半期連結累計期間の資源事業の売上高が175百万円、営業利益が38百万円増加して

おります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
日本
(百万円)

南米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

32,371 1,302 33,673 ― 33,673

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 2,851 2,851 (2,851) ―

計 32,371 4,154 36,525 (2,851) 33,673

営業利益 590 2,630 3,220 (290) 2,929

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の地域に属する主な国又は地域

南米・・・チリ

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　 南米 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,302 2,161 3,464

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 33,673

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.9 6.4 10.3

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　 南米 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,025 1,190 2,215

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 20,180

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.1 5.9 11.0

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の地域に属する主な国又は地域

南米・・・・チリ

その他・・・台湾、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 843.36円
　

　 　

　 781.95円
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 16.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 4.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

四半期純利益(百万円) 1,352 395

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,352 395

普通株式の期中平均株式数(千株) 83,293 83,295

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２０年８月１２日

日鉄鉱業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　禎　　良　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　明　　典　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　　村　　　　　隆　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄鉱業株式

会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平成２０年４月１

日から平成２０年６月３０日)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鉄鉱業株式会社及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績並びに第１四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号　平成２０年３月３１日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号　平成２０年３月３１日）を適用して四半期連結財務

諸表を作成している。

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第１８号　平

成１８年５月１７日）を適用して四半期連結財務諸表を作成している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年８月１０日

日鉄鉱業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　明　　典　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　　村　　　　　隆　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

鉄鉱業株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鉄鉱業株式会社及び連結子会社の平成２１

年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

 ２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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